
令和２年６月１７日 

保 健 医 療 介 護 部

新型コロナウイルス感染症への対応状況について 

 体制の整備  

○相談体制の整備【がん感染症疾病対策課】 

  ・2月 7日（金）、県内の１９保健所に「帰国者・接触者相談センター」を設置 

  ・3月 4日（水）、医療機関からの相談に迅速に対応できるよう県の保健所に専用の携帯電

話を導入し、体制を強化 

  ・相談件数（６月７日現在） １６０，９１５件 

  ・4月 13日（月）9時から、一般相談窓口の受付時間を延長して24時間対応 

    相談件数（４月１３日～６月１５日 １８，３６４件） 

○検査体制の強化【がん感染症疾病対策課】 

 ・３月５日（木）、県保健環境研究所に「リアルタイムPCR」を１台新たに増設し、迅速な 

検査体制を強化。 

・３月６日（金）から、民間の検査機関においてもＰＣＲ検査の実施が可能。 

これを受け、３月８日（日）、医師会、帰国者・接触者外来の代表、県内保健環境研究所、

民間検査機関等による会議を開催し、民間の検査機関におけるＰＣＲ検査について協議し、

3月 13日（金）、帰国者・接触者外来の担当者へ説明会を開催。 

・ＰＣＲ検査実施件数（６月１６日現在）２１，３１４件 

※陽性患者の経過観察のための検査件数を除く 

  ・患者発生状況（６月１６日現在）８２７名 

  ・ＰＣＲ検査調整会議で検査体制について協議し、民間の検査機関へ依頼できる医

療機関を５月８日から患者を入院させている医療機関等へ拡大。 

  ・ドライブスルー検査体制の強化に向け、各地域で専用外来の設置を進めており、

６月１０日時点１７か所で実施。 

 ○医療提供体制の整備【がん感染症疾病対策課】 

  ・１月２７日（月）、感染症指定医療機関連絡会議を開催し、発生時の対応について協議。 

・１月２９日（水）、感染症の専門家で構成する感染症危機管理対策委員会を開催し、発生

状況等を踏まえた対応を検討。 

  ・２月5日（水）、医師会・行政合同会議を開催し、帰国者・接触者外来の対象等について 

   協議。 

  ・２月7日（金）、感染予防体制が整備された医療機関に「帰国者・接触者外来」を設置 

  ・２月２３日（日）、医師会、行政、専門家による合同会議を開催し、重症化した場合の医 

療体制について検討。 
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  ・３月１日（日）、医師会、大学病院、感染症指定医療機関の病院長による会議を開催し、 

重症者の受入体制について協議。 

  ・３月２日（月）、県内の患者が増大し、感染症指定医療機関の感染症病床等で対応不可と

なった場合に備え、新型インフルエンザ患者入院医療機関に対し、受入体制の準備を要請。

・今後、集団発生等の感染拡大に対応できる医療体制の整備について協議を行うなど、感染 

 拡大の状況に応じ、段階的に講じる各対策（医療提供体制、サーベイランス）について協 

議。 

・３月２８日（土）、第1回新型コロナウイルス感染症対策協議会を開催し、大規模クラス

ターもしくは複数のクラスターが同時に発生した場合のため、調整会議の設置等につい

て協議。 

  ・３月３１日（火）、患者数が大幅に増えた時に備え、患者の受け入れ医療機関の調整を行

う、福岡県新型コロナウイルス感染症調整本部を設置。 

  ・４月４日（土）、新型コロナウイルス感染症に係る緊急ウェブ会議を行い、福岡県知事と

北九州市長、福岡市長、久留米市長、福岡県市長会長である春日市長、福岡県町村会長で

ある大任町長が、情報共有と医療提供体制の構築等について意見交換。 

・４月６日（月）、感染症の専門家で構成する感染症危機管理対策委員会を開催し、発生状

況等を踏まえた対応を検討。 

・４月 11 日（土）、第２回新型コロナウイルス感染症対策協議会を開催し、宿泊施設等で

の療養等について協議。 

・4 月 13 日（月）、感染症患者が増加しており、重症者等に対し適切な医療を提供できる

体制を維持し、医療機関の負担軽減を図るため、軽症者・無症状者については、「東横イ

ン北九州空港」に受け入れを開始。 

  ・４月１７日（金）、新型コロナウイルスに感染した軽症患者を病院から福岡市内の民間宿

泊施設へ搬送するにあたり、陸上自衛隊へ派遣要請を実施。 

・4月２０日（月）、「博多グリーンホテル２号館」に受け入れを開始。 

・4月２７日（月）、「東横イン西鉄久留米東口」に受け入れを開始。 

・医療機関に対し、受入患者１人当たり３０万円を給付する「患者受入医療機関支援金」を

創設（ただし、県内市町村から同種の支援金を受ける場合はその金額を減額。）。 

・５月９日（土）、感染症危機管理対策委員会を開催し、医療提供体制確保のための指標に

ついて、感染症の専門家の意見を聴取。 

・５月１６日（土）、第３回新型コロナウイルス感染症対策協議会を開催し、再び感染拡大

の局面を迎えた際の医療提供体制の確保について協議。 

・６月１０日（水）病床の確保等への支援、患者受入医療機関支援など、医療機関向けの補

助金の申請受付を開始。 

・６月１４日（日）、第４回感染症危機管理委員会を開催し、北九州市の発生状況と今後の

取組みについて、感染症の専門家の意見を聴取。 

 ○医療従事者を称える取組み【保健医療介護総務課、がん感染症疾病対策課】 

  新型コロナウイルスに立ち向かい、治療・看護に携わっていただいている医療従事者に感

謝・応援の気持ちを形にして表すため、以下の取組みを順次実施。 

  ・受入医療機関や宿泊療養施設で患者の治療・看護に携わった医師、看護師等の医療従事者

に対し医療機関を通じ1人当たり１０万円を支給（1人１回限り）。 

新
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  ・「新型コロナウイルス医療従事者応援金」の創設。県民全体で医療従事者を応援する取組

みとして、県内外に募金を呼びかけ。集まった募金は、患者の治療・看護に携わる医師、

看護師等への応援金として、関係団体と協議の上、医療機関に贈呈。あわせて、県外の皆

様にふるさと納税による支援を呼びかけ。 

  ・治療・看護に直接携わった医療従事者に知事と県議会議長からの感謝状を贈呈。 

全庁挙げての取組み  

○福岡県新型コロナウイルス感染症対策本部の設置【がん感染症疾病対策課】 

  本県における発生の早期探知および感染拡大防止対策の危機管理体制を整備するため、 

対策本部を設置。 

  第 1回対策本部会議（1月30日（木）） 

  ・国内外の発生状況について 

  ・相談窓口の設置について    等 

  第 2回対策本部会議（2月19日（水）） 

  ・「帰国者・接触者相談センター」への相談の目安、日常生活で気をつけることにつ 

いて 

  ・国及び県の緊急対応策について 等 

  第 3回対策本部会議（2月28日（金）） 

  ・全国及び本県の発生状況について 

  ・学校の臨時休業について 

  第 4回対策本部会議（3月19日（木）） 

  ・新型コロナウイルス感染症の発生について 

  ・県主催イベント及び県有施設の3月21日以降の対応について 

  ・マスクの確保状況について 

  第５回対策本部会議（３月２７日（金）） 

  ・新型コロナウイルス感染症の発生について 

  ・国の「新型コロナウイルス感染症対策専門家会議」がまとめた、「新型コロナウイル 

ス感染症対策の状況分析・提言」について 

   ・県主催イベント及び県有施設の対応について 

   第６回対策本部会議（４月１日（水）） 

   ・新型コロナウイルス感染症の発生について 

   ・外出の自粛要請等について 

   ・医療体制の整備について 

   ・新型コロナウイルス感染症対策に係る体制整備について 

   第７回対策本部会議（４月７日（火）） 

   ・県内の新型コロナウイルス感染症の状況について 

   ・福岡県における緊急事態措置の実施について 

   ・新型コロナウイルス感染症対策に係る体制整備について 

   ・各部における取組について 

   第 8回対策本部会議（４月１３日（月）） 

   ・県内の新型コロナウイルス感染症の状況について 

   ・緊急事態宣言に伴う事業者への要請等について 
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   ・各部における取組について 

   第９回対策本部会議（５月４日（月）） 

   ・県内の新型コロナウイルス感染症の状況について 

   ・緊急事態宣言に伴う事業者への要請等について 

   ・各部における取組について 

第１０回対策本部会議（５月１４日（木）） 

   ・県内の新型コロナウイルス感染症の状況について 

   ・緊急事態宣言の解除について 

・各部における取組について 

第１１回対策本部会議（５月２９日（金）） 

   ・県内の新型コロナウイルス感染症の状況について 

   ・新型コロナウイルス感染症への今後の対応について 

・各部における取組について 

○県主催のイベントの中止・延期【保健医療介護総務課】 

・感染症の専門家の意見も踏まえ、県主催の一般県民の方が参加するイベントや集会を、

原則、中止または延期。 

・５月１５日（金）から、参加者の人数、高齢者などの属性及び限定の度合い、開催地、

会場の状況等を考慮して、個別にその開催の可否を判断 

○県有施設の臨時休館等【保健医療介護総務課】 

   ・感染症の専門家の意見も踏まえ、２月２８日（金）から、福岡共同公文書館など県有施

設（４４施設）を臨時休館。 

   ・５月１９日（火）から、臨時休館していた県有施設は、適切な感染症防止対策の準備が

整い次第、順次開館。 

   ・イベント等を開催する目的で県有施設（開館した施設も含む）を利用する方が、9月30

日までに実施予定であったイベント等について、感染拡大防止を目的として施設利用

の中止又は延期を行った場合、キャンセル料は徴収しない（すでに納付されている場

合は全額還付する）。 

手指消毒薬の確保・配布  

○消毒薬等の安定供給に向けた協力依頼【薬務課】 

 ・福岡県製薬工業協会、福岡県医薬品卸業協会等の関係団体に対し、消毒薬等の安定供給に

ついて協力を依頼。 

○手指消毒薬の配布【薬務課、高齢者地域包括ケア推進課、介護保険課、福祉総務課、私学振

興課、教育庁義務教育課】（６月１７日現在） 

・医療的ケアを必要とする児童の家庭向けとして、3月17日（火）から順次、手指消毒用

エタノールジェル等を訪問看護ステーション（約40か所）を通じて配布 

・県で独自に購入した手指消毒薬４３，６７３ を、高齢者施設、介護施設、児童養護施設、

障がい福祉サービス事業所、保護施設、保育施設及び幼稚園（１５，６２９施設）に配布。 

・国から優先供給として配分された3,6６３ を感染症指定医療機関等（3４か所）に、県

新
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で確保した５７，８３０ は、医療機関等（のべ４，６９３か所）に、4月6日から順次

配布。 

県民への情報提供  

 ○県民向けの注意喚起【保健医療介護総務課、がん感染症疾病対策課】 

  県ホームページやSNSを活用し、日常生活で気を付けることを注意喚起。 

○「新しい生活様式」の周知【保健医療介護総務課】 

   県ホームページ等を活用し、感染拡大を予防するために「新しい生活様式」の定着を呼び

かけ。 

・一人ひとりの基本的感染対策 

（感染防止の３つの基本：①身体的距離の確保、②マスクの着用、③手洗い） 

・日常生活を営む上での基本的生活様式 

・日常生活の各場面別生活様式 

・働き方の新しいスタイル

○LINE を活用した相談センターへの案内を３月２７日より開始【がん感染症疾病対策課】 

LINE を活用することで、必要な方を帰国者・接触者相談センターにつながりやすくし、

若者などの幅広い層に対し、日常生活での注意事項（咳エチケット、家庭内での留意事項等）

を情報発信。福岡市と共同して実施。

 ○県民向けの注意喚起【健康増進課】 

・「ふくおか健康ポイントアプリ」を活用し、アプリ登録者に対して、日常生活で気を付け

ることを注意喚起。 

 ○高齢者向けの注意喚起【高齢者地域包括ケア推進課】 

  県ホームページを活用し、高齢者としてフレイルを予防するために気を付けることを注意

喚起。 

・動かない時間を減らすこと 

・しっかり食べて栄養をつけ、バランスの良い食事をとること 

・お口を清潔に保つこと 
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                                     令和２年６月１７日 

新型コロナウイルス感染症対策としてのマスクの確保状況(６月１７日時点)

（１）医療機関 

確保方法 枚数 備   考 

マ
ス
ク

サ
ー
ジ
カ
ル

国からの

配布 

７７，２００枚 
感染症指定医療機関等４２か所に配布済み（3

月17日～） 

５１３，０００枚 
感染症指定医療機関等７５３３か所に配布済

み（3月30日～） 

５１３，０００枚 
感染症指定医療機関等５０００か所に配布済

み（4月9日～） 

５１３，０００枚 
感染症指定医療機関等１３０４か所に配布済

み（4月15日～） 

１，０００，０００枚 

感染症指定医療機関等１０５０５か所に配布

済み（4月17日～） 
※4月7日の緊急事態宣言の対象となった7都府県に対し

て国から配布されたもの 

５１３，０００枚 
感染症指定医療機関等４０７６か所に配布済

み（4月21日～） 

３０４，０００枚 
感染症指定医療機関等７５か所に配布（5月3

日～） 

１，２０９，０００枚 
感染症指定医療機関等６５０９か所に配布（5

月18日～） 

１，６１２，０００枚 
感染症指定医療機関等２８７２か所に配布（5

月26日～） 

１，８１９，０００枚 
感染症指定医療機関等７２か所、診療所等 

８，２３５か所に配布（6月15日～） 

県で購入 

５００，０００枚 診療所２５３５か所に配布（5月18日～） 

５００，０００枚 診療所等７４５９か所に配布（5月25日～） 

〇 県では、医療機関や社会福祉施設等にマスクを配布するため、国から配分されたもののほか、

県の調達や県への寄附を含めた、現時点での確保・配布数は、約１，６８０万枚となっていま

す。 

○ 確保したマスクについては、各施設等の在庫状況を勘案し、順次配布していきます。 
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３８７，０００枚 
感染症指定医療機関等１３０か所に配布（6月

2日～） 

６１３，０００枚 診療所等１０，２０８か所に配布（6月8日～） 

５００，０００枚 
感染症指定医療機関等１６９か所に配布（6月

15日～） 

台湾等か

らの寄贈 
１０，８００枚 

感染症指定医療機関１２か所に配布（5月12日

～） 

民間企業

からの寄

贈 

１２５，１００枚 
診療所等１０，２０８か所に配布（6月8日～）

（上記県購入分613,000枚と合わせて配布） 

マ
ス
ク

Ｎ
９
５

国からの

配布 

１０，０００枚 
感染症指定医療機関等５４か所に配布（4月24

日～） 

８０，０００枚 
感染症指定医療機関等７１か所に配布（4月27

日～） 

５９，０００枚 
感染症指定医療機関等９８か所に配布（5月18

日～） 

５９，０００枚 
感染症指定医療機関等１１６か所に配布（5月

26日～） 

４６，０００枚 
感染症指定医療機関等１５４か所に配布（6月

8日～） 

県で購入 ２，２００枚 
感染症指定医療機関等４４か所に配布（3月26

日～） 公益団体

から寄贈 
１０，０００枚 

中国企業

から寄贈 
５０，０００枚 

感染症指定医療機関等６０か所に配布（4月17

日～） 

民間企業

から寄贈 
５０，１６０枚 

感染症指定医療機関等４７か所に配布（4月24

日～） 

民間企業

から寄贈 
８０，０００枚 

感染症指定医療機関等２７４か所に配布（5月

12日～） 

民間企業

から寄贈 
７１，８１０枚 

感染症指定医療機関等１５４か所に配布（6月

8日～）（上記国配布分46,000枚と合わせて配

布） 

合 計 １１，２２７，２７０枚  

県で購入

マ
ス
ク

サ
ー
ジ
カ
ル
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（２）社会福祉施設等

確保方法 枚数 備   考 

県で購入 ４，８６７，５２５枚 
政令市、中核市を除く社会福祉施設等（届出

保育施設、児童養護施設等、障害福祉サービ

ス事業者等、保護施設等）及び幼稚園に、３

月２３日から順次配布 
民間会社からの寄

贈 
７，９５０枚 

江蘇省からの寄贈 ５０，０００枚 
介護保険施設・居宅サービス事業所・人工呼

吸器使用者のご家庭に順次配布 

民間会社等からの

寄贈 
６４６，７１５枚 社会福祉施設等に順次配布 

合 計 ５，５７２，１９０枚  

（３）上記のほか、国から介護施設等へ布マスクを一人一枚直接配布済み。 
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令和2年6月17日

国の一括購入分

数量 備　　　　　考

13,050 着 ・感染症指定医療機関等56か所に配布（4月20、21日）

30,000 着 ・感染症指定医療機関等103か所に配布（4月23日～）

60,000 着 ・感染症指定医療機関等461か所に配布（5月1日～）

96,000 着 ・感染症指定医療機関等370か所に配布（5月18日～）

163,000 着 ・感染症指定医療機関等460か所に配布（5月26日～）

163,000 着 ・感染症指定医療機関等458か所に配布（6月3日～）

163,000 着
・感染症指定医療機関等455か所及び診療所1,481か所に配布
（6月9日～）

191,000 着 ・感染症指定医療機関等460か所に配布（6月15日～）

879,050 着

13,200 個 ・感染症指定医療機関等56か所に配布（4月20、21日）

30,000 個 ・感染症指定医療機関等103か所に配布（4月23日～）

50,100 個 ・感染症指定医療機関等461か所に配布（5月1日～）

84,000 個 ・感染症指定医療機関等347か所に配布（5月18日～）

61,000 個 ・感染症指定医療機関等458か所に配布（6月3日～）

105,000 個 ・感染症指定医療機関等125か所に配布（6月15日～）

343,300 個

医療用手袋 国からの配布 94,000 双 ・感染症指定医療機関等460か所に配布（6月15日～）

94,000 個

防護服 国からの配布 1,400 着

1,317,750 点

小計

新型コロナウイルス感染症対策としての医療用ガウン等の確保・配布状況(６月１７日時点)

○　県では、医療機関に医療用ガウン等の感染防護具を配布するため、国から配分されたもののほか、寄贈により
　　県が確保した防護服、レインコートを含めた、現時点での確保・配布数は、１，４１５，８１６点になってい
　　ます。
○　確保した医療用ガウン等は、医療機関の在庫状況を勘案し、順次配布します。

小計

合計

確保方法

小計

国からの配布

国からの配布

ガウン

フェイスシー
ルド
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県確保分

数量 備　　　　　考

国・民間企業から寄贈 6,319 着 ・感染症指定医療機関等に配布（5月14日～）

県購入分 40,000 着 ・感染症指定医療機関等に配布（5月18日～）

フェイス
シールド

国・民間企業から寄贈 38,349 枚 ・感染症指定医療機関等に配布（5月14日～）

防護服 国・民間企業から寄贈 3,893 着 ・感染症指定医療機関等に配布（5月1日～）

レインコート 民間団体から寄贈 9,505 着 ・感染症指定医療機関等に配布（5月1日～）

98,066 点合計

確保方法

ガウン
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令和２年６月１７日 

総 務 部 

新型コロナウイルス感染症への対応状況について 

 県民向けの対策  

○庁舎入口への消毒液設置（１月３０日）【財産活用課】 

  ・県庁舎（行政棟、吉塚合同庁舎、総合庁舎等）の入口に消毒液を設置 

〇エレベーターボタン等の消毒（４月２日）【財産活用課】 

・エレベーターボタン・手摺、階段手摺、トイレ便座・手摺等について、毎日１回アルコー

ル等による清拭消毒を行う。 

○県ホームページ上に専用ポータルページを開設（１月３１日）【県民情報広報課】

 ○庁内に「感染症対策」や「正しい手の洗い方」を表示（２月２１日）【財産活用課】 

  ・感染症予防対策として、入口のほか執務室、エレベーターに「感染症対策」を、トイレや

湯沸室に「正しい手の洗い方」を表示 

○県税の申告期限の延長【税務課】 

  ・宿泊税について、４月宿泊分の申告・納入期限を１か月延長（3/6 宿泊事業者に通知、

3/31規則公布） 

  ・個人事業税について、国税と併せ、３月16日の申告期限を４月16日まで延長し、さら

に無期限に申告期限を延長。また、通常８月に送付している納税通知書を９月に送付し、

納期限を９月３０日に変更。 

  ・法人事業税について、法人税に準じ申告期限を延長。（４月２３日） 

・一部の県税について、申告・納付等の期限を6月1日又は６月３０日まで延長（４月10

日、５月８日） 

 ○納税困難者に対する県税の徴収猶予等（全税目）【税務課】 

  ・3/18総務省通知により猶予制度の周知及び制度の迅速かつ柔軟な対応 

 ・徴収猶予の特例制度（収入が前年同期比20％以上減少した場合に、無担保、延滞金なし

で１年間徴収猶予できる特例）を開始（4月30日） 

 ○自動車の廃車等の手続き期限の延長（３月１９日）【税務課】 

 ・３月末の運輸支局の窓口の混雑緩和対策として、自動車の抹消登録等の期限を延長（最長

4/15まで） 
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○県ホームページ上に県内の感染動向等を掲載したページを開設（3月 19 日）【県民情報広

報課】 

・陽性患者数、検査実施数、相談件数など 

〇支払困難者に対する県貸付金償還金などの支払い猶予等（３月26日）【財政課】 

  ・収入の減少により県への支払いが困難となった方からの申請に基づき、担当部署において

収入状況等の確認を行い、個々の状況に応じた支払猶予等を実施 

  （支払猶予等を行う期間、相談窓口など、詳細は県ホームページに掲載） 

○ＪＲ博多駅、小倉駅、久留米駅及び西鉄福岡駅の各駅及び周辺施設に設置されているデジタ

ルサイネージを活用し、外出自粛の要請に合わせた広告物の掲載を実施（４月４日から順次

掲載）。【県民情報広報課】 

○県公式ＬＩＮＥ、ツイッターに加え、各部が保有するＳＮＳ、アプリ、メールマガジン等に

より、登録者及び関係団体に対して、週末の外出自粛などについて周知（４月１日、８日に

各部へ依頼）。【県民情報広報課】 

○感染拡大防止のための啓発TVCMの放送（４月１７日から）【県民情報広報課】 

・在福民間放送局５局のアナウンサーを起用したCMを製作し、県民に新型コロナウイルス

感染防止に向けた呼びかけを行うもの。（4月17日～5月 6日） 

・同CMとタイアップしたポスターをＪＲ主要駅、西鉄及び福岡市営地下鉄各駅に掲出（４

月２７日から） 

・同ＣＭを西日本シティ銀行ロビーモニターで放映（５月７日から） 

・医療従事者等に対する偏見や差別の防止を呼びかける啓発TVCMを放送。（５月18日～

5月３１日） 

○外出自粛等に係る新聞広告の実施（４月１６日から）【県民情報広報課】 

・地元新聞他３紙に緊急事態措置に伴う外出自粛要請、施設の休止についての広告を掲載（4

月１６日、１７日） 

・地元新聞他４紙に、大型連休直前における外出自粛要請等についての広告を掲載（4 月２

４日、２５日、２７日） 

・地元新聞他３紙に、医療従事者に向けた感謝と応援メッセージ、および大型連休中におけ

る外出自粛等についての広告を掲載（５月１日、２日） 

・日本経済新聞に、「福岡県持続化緊急支援金」をはじめとする中小企業向け支援措置につい

ての広告を掲載（５月８日） 

○FMラジオ（エフエム福岡）での知事メッセージの放送（4月２２日から）【県民情報広報課】 

・県民に外出自粛等をよびかける知事のメッセージ（40 秒）を放送。（4 月 22 日～5 月 6

日） 

・医療従事者等に対する偏見や差別の防止を呼びかける知事のメッセージ（40秒）を放送（5

月8日～5月末） 
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○緊急雇用対策としての会計年度任用職員の任用【人事課】 

・感染症流行の影響により就職内定を取り消された者又は職を失った者を対象とした会計年

度任用職員（任用予定数５０人）の募集開始（４月２０日） 

・合格者５０人を順次任用開始（一次募集分：５月１４日から、二次募集分：５月２９日か

ら） 

〇県庁行政棟各課室に消毒液設置（4月24日）【財産活用課】 

○６首長によるリレーメッセージ動画の制作・配信【県民情報広報課】 

・大型連休中の外出自粛を強力に呼びかけるため、知事を含む６首長によるリレーメッセー

ジ動画を制作、ふくおかインターネットテレビ、ＪＲ博多駅のデジタルサイネージで配信

（4月２４日～５月６日） 

○「ふるさと納税」の呼びかけ（５月１１日）【税務課】 

・患者の治療・看護に携わる医療従事者への支援のため、県ホームページで「ふるさと納税」

の呼びかけを開始。 

○著名人による医療従事者等への感謝・応援メッセージ動画の配信【県民情報広報課】 

・福岡県新型コロナウイルス医療従事者応援金の募金を呼びかけるため、ふくおかインター

ネットテレビ及び県ホームページ等で配信（５月１１日以降順次） 

○福岡県だより臨時号を発行（5月22日）【県民情報広報課】 

・各種支援情報と問い合わせ先を「個人向け」、「事業者向け」に分けて一覧表に整理し、新

聞 6 紙朝刊折込で配布。県 HP への掲載のほか、県公式ＬＩＮＥ、ツイッターでも発信。

6月1日以降、県内ローソンでも配布予定。 

○外出自粛に伴う運動不足解消等のため、自宅や日常生活の中でできる運動動画を３本制作し、

ふくおかインターネットテレビで配信（５月１２日）【県民情報広報課（スポーツ局、健康増

進課と共同）】 

○避難所等における感染症防止に係るマスク等の備蓄【防災企画課】 

・災害発生時に市町村が運営する避難所等における、感染症防止に係る市町村備蓄物資の補

完を円滑に行うため、県においてマスク、消毒液及び非接触体温計を備蓄（5月 19 日以

降順次） 

○「新しい生活様式」に係るポスターを制作【県民情報広報課】 

・ＪＲ・市営地下鉄・西鉄・北九州モノレールの駅のホーム等に掲出（６月１５日から） 

・県庁・県出先機関・市町村に掲出依頼（６月中旬から） 

・ポスターを基に音声付き動画を制作し、ＪＲ博多駅、小倉駅、久留米駅のデジタルサイネ

ージで配信（６月中旬から） 

新
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○福岡県だより７月号での広報（6月15日から配布開始）【県民情報広報課】 

・医療従事者の応援や個人・事業者向けの支援情報等を掲載 

○グラフふくおか夏号での広報（6月19日）【県民情報広報課】 

・医療従事者インタビューやテイクアウト提供で奮闘する地域の飲食店等の記事を掲載 

庁内向けの対策  

○【再掲】庁舎入口への消毒液設置（１月30日）【財産活用課】 

  ・県庁舎（行政棟、吉塚合同庁舎、総合庁舎等）の入口に消毒液を設置 

〇【再掲】エレベーターボタン等の消毒（４月２日）【財産活用課】 

 ・エレベーターボタン・手摺、階段手摺、トイレ便座・手摺等について、毎日１回アルコー

ル等による清拭消毒を行う。 

○【再掲】庁内に「感染症対策」や「正しい手の洗い方」を表示（２月２１日）【財産活用課】 

  ・感染症予防対策として、入口のほか執務室、エレベーターに「感染症対策」を、トイレや

湯沸室に「正しい手の洗い方」を表示 

○時差通勤の拡大（２月２８日）【人事課】 

・２月２８日から当面の間、本庁及び福岡市、北九州市、福岡県外に所在する出先機関に勤

務する職員について、時差通勤の運用を拡大 

・４月１３日からは、時差通勤の運用の拡大を全所属に適用 

○感染拡大防止に向けた対応について通知（３月２４日）【人事課】 

・北九州市職員が感染したことを受け、感染予防、職員・同居親族等に症状が疑われる際の

対応、執務室の定期的な換気等を改めて周知徹底。 

〇庁内放送による職員への注意喚起（３月24日）【財産活用課・総務事務厚生課】 

・手洗等の予防対策や室内の換気を促す庁内放送を実施 

〇新型コロナウイルス感染症対策に係る職員の出張等について通知（3月30日）【人事課】 

・東京都、大阪府など感染が拡大している地域への出張や、県内出張（緊急やむを得ないも

のを除く）の取りやめ 

・勤務時間外における不要不急の外出や会合の自粛 

○新規採用職員の健康管理について【人事課】 

・入庁前の新規採用職員に対し、感染拡大防止の取組みを要請する通知を発出（３月24日） 

・電話連絡により海外渡航歴等を確認（３月３０日） 

新

新
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○退職者辞令交付式（３月３１日）及び新規採用職員辞令交付式（４月１日）の中止【人事課】 

○新型コロナウイルス感染症対策に係る体制整備【人事課】 

・副知事をトップとした各部の次長等を構成メンバーとする「福岡県新型コロナウイルス感

染症対策チーム」の設置（４月２日） 

・４月６日、保健医療介護部内の３つの班の専任職員を１２人増員（２５人体制） 

・緊急事態宣言を受け、更に増員（５０人体制）し、また、緊密な連携を行うため１か所に

集約して配置（４月１０日） 

・宿泊療養やまん延防止に係る調整など増加する業務に対応するため更に増員（８７人体制）

（５月１４日） 

・感染症の発生状況や必要な取組みの内容に応じて、各班の業務内容を整理し、人員体制を   

見直し（６８人体制）（６月４日） 

・４月１３日から無症状者や軽症者を受け入れる療養施設に、県職員を派遣（延べ１１４人）

（６月１９日） 

○感染拡大防止に向けたチラシ配布【人事課】 

・本県職員から感染者を出さないよう、勤務時間外の外出自粛をはじめ、感染症対策の徹底

についてチラシにより全職員へ周知（４月３日） 

・大型連休期間中の不要不急の外出自粛と年次休暇の取得促進についてチラシにより全職員

へ周知（４月２３日） 

・緊急事態宣言解除後も、引き続き職員から感染者を出さないよう、不要不急の外出自粛や

「新しい生活様式」を実践するよう求める周知チラシを全職員へ配布（５月１５日）

○県職員の健康管理の徹底について通知（４月７日）【人事課・総務事務厚生課】 

・勤務時間中のマスク着用を含む咳エチケットや執務室の定期的な換気等、感染予防につい

て改めて周知徹底 

○本庁における休憩時間の分散（４月８日）【人事課】 

・本庁における昼食時の売店及びエレベーターの混雑を緩和するため、昼の休憩時間をフロ

ア毎に分散。 

○業務継続のための分散勤務の実施（４月８日～５月３１日）【人事課】 

・各所属で感染者が発生した場合でも、業務を継続する体制を確保するため、分散勤務を実

施 

○公務災害認定請求の手続きについて周知（4月１０日）【総務事務厚生課】 

・職員が公務により発症した場合の公務災害認定請求の手続について周知。（4月１３日、市

町村、一部事務組合及び地方独立法人にも周知。） 

○在宅勤務の促進【人事課】 

・出勤者を減らすために、新型コロナウイルス感染症対策等に従事する職員を除き、５割以

新
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上の職員の在宅勤務を目指す。（４月１３日～５月３１日） 

・緊急事態宣言解除後も、出勤時における人との接触を低減するため、業務の性格を踏まえ

て、できる限り在宅勤務を実施（６月１日～） 

○感染症拡大防止に向けた対応について通知（4月23日・24日）【財産活用課】 

・行政財産使用許可団体に対し、感染症の拡大防止への取組み、職員・同居家族に症状が疑

われる際の県への速やかな報告について周知徹底 

○【再掲】県庁行政棟各課室に消毒液設置（4月24日）【財産活用課】 

○健康管理のための新型コロナウイルス感染症対策本部事務局等の職員に対する産業医面談等

の実施（５月７日から実施）【総務事務厚生課】 

○感染症対策に係る今後の対応について通知【人事課・総務事務厚生課】 

・緊急事態宣言解除後も、勤務時間中のマスク着用等の感染症対策の徹底や、不要不急の外 

出自粛、在宅勤務等に取り組むよう周知。（５月１５日） 

・緊急事態宣言の全面解除後も、勤務時間中のマスク着用、出張時の車内の密集・密接状態  

の回避等感染症対策の徹底や、緊急事態宣言が解除されて間もない地域への出張を行わな  

いよう周知。（６月１日） 

○職場における感染防止対策の再点検等について通知（５月１５日）【総務事務厚生課】 

・職場における感染拡大防止策について、その実態を改めて点検し、更なる対策の検討・実

施に努めるよう要請。 

○「新型コロナウイルスを想定した『新しい生活様式』」における熱中症予防について周知（６

月１日）【総務事務厚生課】 

・「夏季における健康管理について」の通知の中で、屋外でのマスク着用方法等、新しい生活

様式における熱中症予防行動のポイントについて周知。 

新

新

新
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令和 2 年 6 月 17 日 

企 画 ・ 地 域 振 興 部 

新型コロナウイルス感染症への対応状況 

空港関係【空港事業課】 

（福岡国際空港㈱・北九州エアターミナル㈱） 

〇空港施設内に手洗い・咳エチケットなど掲示を依頼 

〇手すり、エレベーターなど、こまめなアルコール消毒など実施中 

○5 月 1 日から福岡空港国内線ターミナル（保安検査場入り口）においてサーモグラ

フィーによる体温確認を開始（機器は国が設置） 

〇航空路線の状況（06/10 時点） 

・国際線〔6月〕の状況 

  <福岡空港> 

計画  約 1,800 便 

  運休  99％ 

  <北九州空港> 

  計画  67 便 

運休  100％ 

 ・国内線〔6月〕の状況 

<福岡空港> 

羽田線など、全体で 46％が運休 

  <北九州空港> 

   羽田線など、全体で 82％が運休 

 ※貨物のみの運航を除く 

交通事業者関係【交通政策課】 

＜交通事業者への周知＞ 

〇交通事業者（バス、鉄道、タクシー及び航路）に対し、手洗い・咳エチケットの徹

底や駅・バスターミナル等への掲示を依頼（２月２１日） 

○交通事業者に対し、感染症の影響による休業等の特別労働相談窓口や中小企業向け

の経営相談窓口、県の新たな支援内容などについて周知（３月５日） 

○交通事業者に対し、感染拡大防止のため、４月１日に県から県民にお願いした外出

自粛要請等についての周知協力を依頼（４月２日） 
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○緊急事態措置対象地域の指定を受けて、新型インフルエンザ等対策特別措置法第

２４条第８項及び「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」に基づ

き、指定公共機関（ＪＲ九州、ＪＲ西日本）、指定地方公共機関（西日本鉄道、平

成筑豊鉄道等）、タクシー事業者や市町村に対し、地域公共交通の事業継続を要請

（４月８日）、同継続を５月３１日まで延長（５月７日） 

○県内各タクシー協会に対し、感染症の影響を受ける中小企業者等向け支援策につい

て周知を依頼（県バス協会に対しては商工政策課から別途依頼）（５月１５日） 

〇平成筑豊鉄道㈱、甘木鉄道㈱、筑豊電気鉄道㈱に対し、感染症の影響を受ける中

小企業者等向け支援策について周知（５月１８日） 

＜運休・減便関係＞ 

【平成筑豊鉄道】 

○４月４日（土）～７月１９日（日）の間（計３６回）、レストラン列車「ことこと

列車」の運行を休止。７月２３日（木・祝）より運行再開。 

○５月１８日（月）から通常ダイヤで運行。 

【ＪＲ九州】 

〇快速、普通列車については、６月１日（月）から通常ダイヤで運行。 

〇九州新幹線については、６月１３日（土）から通常ダイヤで運行。 

〇在来線特急については、６月１９日（金）から通常ダイヤで運行。 

【西日本鉄道】 

 ○５月１６日（土）から、天神大牟田線、貝塚線ともに通常ダイヤで運行。 

【筑豊電気鉄道】 

○５月１８日（月）から、通常ダイヤで運行。 

【甘木鉄道】 

○５月１８日（月）から、通常ダイヤで運行。 

【西鉄バス】 

①路線バス 

・運休 福岡空港国際線～博多駅直行系統 

・減便 甘木（都市高速）博多駅線、太宰府ライナーバス「旅人」など５路線 

・特別ダイヤ 鳥栖プレミアム・アウトレット線 

・その他路線は通常ダイヤで運行 

②高速バス 

・運休 ６月 １日（月）から 福岡～島原線など１０路線 
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・減便 ６月 １日（日）から 福岡～鹿児島線など１９路線 

【ＪＲ九州バス】（路線バス） 

・福間駅～イオンモール福津循環線で、１日５２便を５０便に減らして運行 

（６月１８日（木）まで） 

・その他路線は通常ダイヤで運行 

在留外国人対応、国際関係【国際政策課、地域課】 

〇外国人相談センター（国際交流センター）相談状況 

 ・相談件数： ７８件（６月１２日現在） 

 ・主な相談： 特別定額給付金関係、受診のための病院紹介、在留資格の取扱い 

〇外国人相談センター（国際交流センター）にパーティションを設置したり、非接触

型体温計を配備するなど感染防止対策を徹底。 

〇国際交流センターＨＰにおいて厚労省等の情報（感染防止対策など）を、英語、中

国語、韓国語に加え、ネパール語、ベトナム語でも提供開始（4月 1日から） 

〇福岡県留学生サポートセンターにおいて、大学・短大・高専に加え、専修学校及び

日本語学校の留学生も対象としたアルバイトの斡旋を開始（5月 11 日から） 

〇「特別定額給付金」や「生活福祉資金貸付制度」に関する情報を６言語に翻訳し、

県内の学校を通じて留学生に周知 

〇海外からのマスク寄贈 

 ・中国江蘇省からマスク 5万枚寄贈、3月 25 日に到着。保健医療介護部を通じ、介

護保険施設等に提供済。 

 ・在上海福岡県人会から、医療用マスク 4,750 枚寄贈、4月 20 日（1,300 枚）、4月 

27 日（2,600 枚）、5月 18 日（850 枚）に受領。保健医療介護部を通じ、医療機 

関等に提供済。 

 ・中国江蘇省昆山市の企業団体から、中国駐福岡総領事館を通じ、マスク 2万枚寄 

贈、5月 12 日に受領。 

 ・台北駐福岡経済文化弁事処からマスク 1万枚を寄贈、5月 18 日受領。現在新型コ 

ロナウイルス感染症対策本部において、社会福祉施設等への配布を調整中。 

・ベトナムランソン省からマスク 2万枚寄贈、5月 27 日受領。 

県内市町村への対応【市町村支援課】 

〇国の情報、県の対応状況など、速やかに各市町村に情報提供中 

○新型コロナウイルス感染症関係の迅速な情報提供のため、市町村等総務部局向けの

情報サイトを開設 
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〇特別定額給付金が、迅速かつ着実に県民に行き渡るよう、市町村の補助金交付事務

の支援 

○新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の市町村分実施計画の策定支

援 
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令和 ２ 年６ 月１ ７日

人づくり・県民生活部 

新型コロナウイルス感染症への対応状況について 

 １ 県民等への主な周知 

  〇新型コロナウイルスに関する感染症対策に係る周知 

   ・市町村、県有文化施設に対して、感染症対策やイベント開催にあたっての

留意事項について、文化庁・スポーツ庁の通知と併せて周知。 

   ・女性相談所及び婦人保護施設に対して、社会福祉施設等における感染症へ

の対応について、厚生労働省の通知と併せて周知。 

   ・県及び消費生活センターのホームページで、マスク、消毒液、トイレット

ペーパー等の生産、発送状況等についての経済産業省の情報を活用し周

知。併せて、市町村消費生活センター・相談窓口に対して住民への周知を

依頼。 

・人づくり・県民生活部で所管しているメールマガジンにより、新型コロナ対

策に係る注意喚起を実施（７媒体、約５万件）。 

・福岡県ＮＰＯ・ボランティアセンターメールマガジン＠コンテ 

・ふくおか社会貢献企業応援メールマガジン 

・アクロスふくおかメールマガジン 

・あすばるメールマガジン 

・あんあんメール 

・福岡県ＳＴＯＰ！飲酒運転メールマガジン 

・女性と子どもの安全みまもり企業だより 

・包括協定締結企業に対して、感染防止対策の取組みに係る協力を依頼（23 社）。 

   ○ＤＶ被害等の相談窓口の周知【男女共同参画推進課】 

・新型コロナウイルスの感染拡大を防ぐために行われている外出自粛や休業等

の状況下においては、生活不安やストレスによるＤＶ被害等の増加、深刻化

が懸念されることから、相談窓口について県ホームページで周知。 

・ＤＶを理由に避難している方が、特別定額給付金を避難先の市区町村で受け

取るための手続きについて、県ホームページで周知（４月２４日～）すると

ともに、配偶者暴力相談支援センターなどの相談窓口において、相談者に対

して周知。また、申請期限を過ぎても手続きが可能であることをさらに周知

（５月１日～）。 

〇消費生活に関する県民相談・啓発【生活安全課】 

新・新型コロナウイルス感染症に関連した詐欺等に対応するため、県消費生活セ

ンターにおいて、５月から８月までの間、通常の相談対応日（月～金・日）
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に加え、土曜日も特別相談を実施。 

・県消費生活センターにおいて、イベントや旅行のキャンセル、新型コロナウ

イルスに便乗した悪質商法に関する県民からの相談の受付及び注意喚起。 

  県内消費生活相談の内容及び件数（R2.1.24～6.14） 

（県・県内市町村の消費生活センター） 

・マスク不足、転売等に関するもの（651 件）、 

・トイレットペーパー等不足等に関するもの（83 件）、 

・宿泊等の予約キャンセル料に関するもの（799件）、 

・給付金に関連した不審電話等に関するもの（13 件） 

・その他（1,028 件）             総計２，５７４件 

・特別定額給付金に関連した詐欺に関する啓発チラシを作成し、行政機関が受

給に当たってＡＴＭ（現金自動預払機）の操作や手数料の振込を求めたりす

ることは絶対にないこと等を周知するとともに、あやしい・おかしいと思っ

た場合は、迷わず最寄りの消費生活センターや警察署等に相談することを呼

びかけ。 

・市町村に対し、各世帯に送付する特別定額給付金申請書への啓発チラシの 

同封、ホームページへの掲載、各種窓口への配架などの方法により住民に 

対する周知を行うよう要請（４月３０日） 

・福岡県及び県消費生活センターのホームページに掲載（５月１日～） 

    ・県税事務所、保健福祉（環境）事務所等の窓口に、啓発チラシを配架 

（５月１日～） 

・銀行・郵便局等の窓口に啓発チラシを配架（５月１３日～）

・マスクや生活必需品が必要な方に届くよう、県民に対し、ホームページや 

ＳＮＳにおいて冷静な購買活動を呼びかけ。 

・国民生活安定緊急措置法に基づくマスク（３月１５日～）及びアルコール消

毒製品（５月２６日～）の転売規制について、県消費生活センターのホーム

ページで周知。 

２ 子どもの防犯対策【生活安全課】 

・小・中・高校等の再開にあたり、地域防犯団体に対して、日常生活における

「ながら防犯」活動の実施や「分散登校」による登下校時間の変更に対応した

見守り活動の協力を依頼（５月１６日）。 

３ 学校の臨時休業等 

（１）大学、短期大学、高等専門学校【政策課】 

・県内の大学及び高等専門学校について、新型インフルエンザ等対策特別措置

法第２４条第９項に基づき、４月１４日から５月６日まで基本的に臨時休業

するよう協力を要請（４月１３日）。  
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・国の緊急事態宣言の延長を受け、県内の大学及び高等専門学校について、 

面接授業の休止など臨時休業を５月３１日まで継続するよう協力を要請（５

月４日）。 

・国の本県に対する緊急事態宣言の解除を受け、徹底した感染防止対策の実 

施を条件に、５月１５日以降の休業要請を行わないことを通知（５月１４

日）。 

・県立三大学における学生支援 

   [相談窓口の開設] 

     九州歯科大学 学生支援・研究支援班   

福岡女子大学 学生支援センター 

     福岡県立大学 学生支援班 

[支援内容] 

授業料について 

→コロナ感染症の感染拡大の影響で世帯収入が著しく減少した学生など

に対し、授業料の減免、分割納付、支払い期限の猶予 

奨学金について 

→コロナ感染症の感染拡大の影響で世帯収入が著しく減少した学生など

に対し、日本学生支援機構の給付型奨学金、貸与型奨学金（無利子、

有利子）の申し込み手続きの相談 

 （２）私立学校（小学校、中学校、高等学校、専修・各種学校）【私学振興課】 

・新学期は県立学校における対応方針を参考としつつ、地域の感染状況や生徒

等の通学状況等を踏まえ、時差通学や分散登校等の実施、臨時休業の必要性

の有無等について判断するよう依頼（４月２日）。 

・４月７日から５月６日まで、本県が緊急事態宣言の対象区域に特定されたこ

とを踏まえ、時差通学や分散登校等の実施、臨時休業の必要性の有無等につ

いて、改めて判断するよう依頼（４月７日）。 

・新型インフルエンザ等対策措置法第２４条第９項に基づき、４月１４日から

５月６日まで基本的に臨時休業するよう協力を要請（４月１３日）。 

・県立学校が５月７日及び８日を臨時休業とすることを通知し、引き続き、適

切な対応を依頼（４月２７日）。 

・国の緊急事態宣言の延長を受け、５月３１日まで基本的に臨時休業するよう

協力を要請。また、県立学校に準じ、段階的な教育活動の再開に向けた取組

みを依頼（５月４日）。 

・国の本県に対する緊急事態宣言の解除を受け、徹底した感染防止対策の実施

を条件に５月１５日以降の休業要請を行わないことを通知し、教育活動の再

開にあたっては感染防止対策に万全を期すよう依頼（５月１４日）。 

新・北九州市における感染拡大を受け、北九州地区の県立学校が６月１日から当

面１週間、分散登校を実施することを参考としつつ、それぞれの地域の実態

に応じた適切な判断を依頼（５月２９日）。 

新・北九州地区の県立学校が６月８日以降、可能な学校から順次全面開校に移行

23



すること参考としつつ、それぞれの地域の実態に応じた適切な判断を依頼（６

月５日）。 

   教育活動の再開日（全面開校日） 

（小学校、中学校、高等学校の 97 校）（６月１５日現在） 

・６月 １日（月）までに開校済     ：７０校（72.2％）

    ・６月 ２日（火）～６月 ５日（金）： ３校（ 3.1％）

    ・６月 ８日（月）～６月１２日（金）： ７校（ 7.2％）

    ・６月１５日（月）～６月１９日（金）： ８校（ 8.2％）

    ・６月２２日（月）～６月２６日（金）： ２校（ 2.1％）

    ・６月２９日（月）以降に開校      ： ３校（ 3.1％）

    ・未定                    ： ４校（ 4.1％） 

    ※現在、全面開校していない学校では、基本的に分散登校が実施されている。 

 （３）幼稚園【私学振興課】 

・新学期は県立学校における対応方針を参考としつつ、地域の感染状況や園児

の登園状況等を踏まえ、臨時休業の必要性の有無等について判断するよう依

頼。 

臨時休業を行う場合には、感染拡大防止のための万全の対策を講じた上での

預かり保育の提供等を通じて、保育を必要とする幼児の居場所確保に向けた

取組みを依頼（４月２日）。 

・４月７日から５月６日まで、本県が緊急事態宣言の対象区域に特定されたこ

とを踏まえ、臨時休業の必要性の有無等について、改めて判断するよう依頼。 

臨時休業を行う場合には、感染拡大防止のための万全の対策を講じた上での

預かり保育の提供等を通じて、保育を必要とする幼児の居場所確保に向けた

取組みを依頼（４月７日）。 

・新型インフルエンザ等対策措置法第２４条第９項に基づき、４月１４日から

５月６日まで基本的に臨時休業するよう協力を要請。臨時休業に当たっては、

保育を必要とする園児の居場所確保に向けた取組みの継続を依頼（４月１３

日）。 

・県立学校が５月７日及び８日を臨時休業とすることを通知し、引き続き、適

切な対応を依頼（４月２７日）。 

・国の緊急事態宣言の延長を受け、５月３１日まで基本的に臨時休業するよう

協力を要請。臨時休業に当たっては、保育を必要とする園児の居場所確保に

向けた取組みの継続を依頼（５月４日）。 

・国の本県に対する緊急事態宣言の解除を受け、徹底した感染防止対策の実施 

を条件に５月１５日以降の休業要請を行わないことを通知し、教育活動の再

開にあたっては感染防止対策に万全を期すよう依頼（５月１４日）。 

新・北九州市における感染拡大を受け、北九州地区の県立学校が６月１日から当

面１週間、分散登校を実施することを参考としつつ、それぞれの地域の実態

に応じた適切な判断を依頼（５月２９日）。 
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 新・北九州地区の県立学校が６月８日以降、可能な学校から順次全面開校に移行

すること参考としつつ、それぞれの地域の実態に応じた適切な判断を依頼

（６月５日）。 

      教育活動の再開日（全面開園日） 

（幼稚園（413 園：公立 31、私立 382）（６月１５日現在） 

 ・６月 １日（月）までに開園済     ：２４９園（60.3％） 

 ・６月 ２日（火）～６月 ５日（金）：  ９園（ 2.2％） 

 ・６月 ８日（月）～６月１２日（金）： ４８園（11.6％） 

 ・６月１５日（月）～６月１９日（金）： ５３園（12.8％） 

・６月２２日（月）～６月２６日（金）： １９園（ 4.6％） 

 ・６月２９日（月）以降に開園      ： １０園（ 2.4％） 

 ・未定                    ： ２５園（ 6.1％） 

※現在、全面開園していない幼稚園では、基本的に分散登園、自由登園、預かり保育 

が実施されている。 

（４）放課後児童クラブ【青少年育成課】 

・各自治体や隣接自治体、生活圏ごとの感染状況等を踏まえ、学校が臨時休 

業の措置をとる場合は、放課後児童クラブの規模を縮小して開所することや

臨時休所も含めて検討するよう要請（４月２日）。 

・緊急事態宣言後の対応について、地域の感染状況によっては、医療従事者や

ひとり親家庭など、子どもの預かりが必要な家庭への対応に十分配慮した上

で、規模を縮小しての開所や臨時休所を検討するよう要請（４月７日）。 

・市町村に対し、緊急事態宣言の期間中、家庭での対応が可能な保護者に児童

の利用を控えるよう確実に要請し、医療従事者やひとり親家庭など、子ども

の預かりが必要な家庭への対応に十分配慮した上で、規模を縮小して実施す

るよう改めて要請（４月１４日）。 

・子どもや職員が新型コロナウイルス感染症に罹患した場合、関係機関への連

絡や保護者説明、休所等の判断を速やかに行うよう、改めて要請（４月２０

日）。 

・臨時休所等を行った場合であっても、医療従事者等の子どもの預かりが必要

な場合の対応を検討するとともに、医療従事者等の子どもへの偏見や差別が

生じないよう十分配慮することを改めて要請（４月２０日）。 

・県立学校と同様に、市町村の小学校が５月７日及び８日を臨時休業とする場

合は、引き続き、預かりの縮小を徹底することなど、適切に対応するよう依

頼（４月２７日）。 

・市町村に対し、緊急事態措置の延長（５月３１日まで）に伴う対応について

これまでの取組を継続するとともに、子どもの居場所の確保について教育委

員会等と連携を図るなど適切に対応するよう要請（５月４日）。 

・市町村に対し、緊急事態措置が解除された後の対応について、基本的な感 

染症対策の徹底等を継続するとともに、家庭での保育が可能な保護者に対し
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て利用を控えるようお願いする場合には、子どもの預かりが必要な家庭への

対応に十分配慮すること、また必要に応じて教育委員会等との連携を積極的

に図ることなどを要請（５月１５日）。 

新・北九州市における感染拡大を受け、県教育委員会から市町村教育委員会に 

対し発出された通知について情報提供するとともに、放課後児童クラブの運

営については、必要に応じて教育委員会等と連携の上、対応するよう依頼

（５月 29 日、６月５日）。 

４ 東京 2020 オリンピック競技大会の延期に伴う対応【スポーツ企画課】 

〇オリンピック聖火リレー（5/12～13） 延期 

〇パラリンピック聖火リレー聖火フェスティバル（8/13～16） 延期   

５ ＮＰＯへの支援【社会活動推進課】 

〇ＮＰＯ・ボランティアセンターにおいて、ＮＰＯ法人を対象とした新型コロ

ナウイルス感染症に関する国、県等の給付金、貸付金等の支援制度等につい

てホームページ及びメールマガジンで周知。 
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令和２年６月１７日 

福 祉 労 働 部 

新型コロナウイルス感染症への対応状況について 

１ 雇用の維持・就労に関する支援  

○特別労働相談窓口の開設（2月28日）【労働政策課】 

  ・新型コロナウイルス感染症の影響による休暇、休業、解雇等の労働に関する特別相談窓口

を県内４地域の労働者支援事務所内に開設 

    相談状況：１，８６０件（休暇、休業に関する相談が4割強）※６月１２日現在 

     (内訳)休暇、休業に関する相談８０８件、雇用調整助成金に関する相談３８６件 

        解雇・雇止め・退職勧奨に関する相談１００件 等 

（参考） 

   福岡労働局の特別相談窓口 

  相談状況：３４，４３９件（雇用調整助成金に係る相談が約８割）※６月１２日現在 

 ○緊急短期雇用創出事業 【労働政策課】 

  ・新型コロナウイルス感染症の影響により、学生、留学生を含め働く場を失った方に対し、

緊急に短期の雇用を創出。 

  ・事業主体は県及び県内市町村。市町村実施事業については、県が１/2を補助。 

  ・既定予算を流用し、５月中に事業開始。６月補正予算に計上。 

・5月 20日に県ホームページ内に「福岡県緊急短期雇用創出事業特設ページ」を開設 

   県実施事業のうち、県（出先機関等含む）で会計年度任用職員として直接雇用するものに

ついて募集を開始。（５月２７日時点で１６４名の応募があっており、順次選考を実施中。

２４名の採用が内定） 

・市町村事業については、第 1 次募集の結果、２４の市町村から合計６１事業の申請が出

され、5月２８日付けで交付金の対象とする旨決定。 

・６月３日時点で約１，０００人の方の就職が決定。 

 ○再就職支援の強化【労働政策課】  

 ・離職者等のニーズを踏まえた求人開拓を実施するとともに、若者就職支援センター及び中

高年就職支援センターの相談員を増員 

 ・新型コロナウイルス感染症の影響が続く中においても、企業と求職者の出会いの場を提供

し効率的なマッチング支援を行うことができるよう、Web上での合同会社説明会を実施 

○雇用維持専門家助言事業【労働政策課】  

 ・労務管理等の専門家が、国の雇用調整助成金の活用や労働者が安心して休暇を取得できる

制度の導入について、企業に対するコンサルティングを実施 

・5月 22日より企業からの申込受付開始 

○障がい者就労支援事業所等におけるテレワーク導入経費に対する助成（3月２５日） 

【障がい福祉課】 

  ・令和元年度第３次２月補正予算及び令和２年度４月補正予算を活用し、就労支援事業所等
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を利用する障がい者の在宅就労を推進するため、テレワークのシステム導入経費等の助 

成を開始 

     交付決定：７件 ※５月２７日現在 

○障がい者のテレワークの推進【新雇用開発課】 

・障がい者のテレワーク導入に関して、相談窓口（コーディネーター配置）を 6 月に設置

し、就職支援事務所や企業が、より効果的なテレワークの導入ができるようサポート体制

を整備。 

  ・テレワークを活用した障がい者求人の開拓を行い、WEB上で合同会社説明会を実施 

○雇用調整助成金（教育訓練加算）活用のための研修プログラムの提供 

  ・新型コロナウイルス感染症の影響により事業縮小を余儀なくされた事業主に雇用調整助

成金の教育訓練加算を活用してもらうため、北九州市と共同して研修プログラム（自宅の

インターネット等を用いた教育訓練）を作成・提供 

    プログラム提供期間：令和２年５月１９日から６月３０日まで 

プログラムの内容：ビジネスソフトの基本操作、ビジネスマナー等全２４プログラム 

２ 生活困窮者に対する支援  

○生活福祉資金の特例貸付の開始（3月23日）【保護・援護課】 

  ・新型コロナウイルス感染症の影響により収入減少があった世帯に対し、「緊急小口資金」

及び「総合支援資金（生活支援費）」の特例貸付を開始 

  貸付決定：３８，１５７件 ※６月１２日現在 

     （内訳）緊急小口資金２７，８７３件、総合支援資金（生活支援費）１０，２８４件 

○インターネットカフェ等使用制限に伴う宿泊施設確保（４月１７日）【保護・援護課】 

  ・市及び県（町村部）の自立相談支援機関等に相談に来られた方を対象に、５月３１日まで

の間、県有施設の宿泊室を２１室確保。 

緊急事態宣言解除を受け、５月１８日をもって終了。 

・県ホームページで、低料金で宿泊施設を提供可能な事業者を募集し、５月３１日までの間、

利用希望者に対しその宿泊施設の情報を紹介。 

   協力宿泊施設：１２施設  

○住居確保給付金の対象者拡充（４月２０日）【保護・援護課】 

  ・休業等に伴う収入減少により、離職や廃業に至っていないがこうした状況と同程度の状況

に至り、住居を失うおそれが生じている方々に対しても、一定期間家賃相当額を支給でき

るよう対象者を拡充。 

・支給要件であった公共職業安定所（ハローワーク）への求職申込を、４月３０日から当分

の間は不要とする緩和措置を実施 

支給決定件数：８６件 ※６月１２日現在 

３ 障がいのある人への支援  

○遠隔手話サービスの実施【障がい福祉課】  

  ・聴覚障がいのある人が行政機関への相談や医療機関への受診の際、手話通訳者を同行する

ことが困難な場合に遠隔で手話サービスを提供する体制を整備 
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 ○「まごころ製品」共同受注窓口の活性化【障がい福祉課】 

  ・障がいのある人の収入を確保するため、「まごころ製品」の共同受注拡大に向けた営業活

動支援を実施 

○障害者就業・生活支援センターの相談体制の強化【新雇用開発課】 

  ・障害者就業・生活支援センター【はまゆう（宗像市）及びじゃんぷ（田川市）】の生活支

援員を５月より増員し、休業等により不安を抱く方の相談体制を強化 

４ 児童への支援  

○児童相談所虐待対応ダイヤル１８９（いち・はや・く）の周知（４月１０日）【児童家庭課】 

  ・外出自粛や学校の休業等の状況下においては、生活不安やストレスによる児童虐待の増加

等が懸念されることから、児童相談所、市町村による見守りを行うとともに、児童相談所

虐待対応ダイヤルについて県ホームページで周知 

○保護者が感染し身寄りのない児童の保護（４月中旬）【児童家庭課】 

  ・保護者が新型コロナウイルスに感染し、濃厚接触者となった児童に保護者以外の世話をす

る親族等がいない場合、児童相談所において一時保護を実施 

５ 人権への配慮  

○人権啓発の取組み【調整課】 

  ・新型コロナウイルス感染症に関して、県民一人ひとりの人権への配慮を呼びかけるととも

に、人権相談窓口について周知 

・県ホームページに掲載（３月３日～） 

・啓発チラシの配布、ポスターをＪＲ・地下鉄等の駅に掲示（5月１８日～） 

・天神・博多駅の大型ビジョンでの放映（5月2日～） 

・ラジオで知事メッセージを放送（５月７日～） 

・テレビで人権啓発ＣＭを放送（５月18日～） 

・福岡県だよりに掲載（5月号、臨時号、7月号） 

６ 学校の臨時休業等に対する対応  

○学校等の臨時休業に対する支援 【障がい福祉課】 

  ・障がいのある幼児児童生徒が利用する放課後等デイサービスについて、感染の予防に留意

した上で、原則として開所し、開所時間については可能な限り長時間とするなどの対応を

事業者へ依頼（２月２８日） 

※増加する経費については、令和元年度第３次２月補正予算で措置済み 

  ・４月以降についても、原則として開所し、開所時間については可能な限り長時間とするな

どの対応を依頼。併せて、今後の感染拡大の状況によっては、サービスの提供の縮小又は

臨時休業を検討することを周知（4月2日） 

  ・緊急事態宣言を受け、通所等の障がい福祉サービス事業所に対して、可能な場合には通所

を控えることよりサービスの提供を縮小するなど、感染拡大防止のための対応を検討した

上で、支援が必要な利用者に対して、サービスの提供を確保することを周知（４月７日） 

・県からの施設の使用停止に係る協力要請の中で、感染防止に万全の対策を講じるようお 
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願いし、障がい福祉サービス等事業所については基本的に休止を要請しない施設とした

上で、障がい児通所支援事業所に対しては、緊急事態宣言の期間中、家庭での対応が可

能な利用者へ自粛を要請し、感染防止の観点から、サービスの提供の縮小を実施するよ

う通知（４月１３日、14日） 

・緊急事態宣言の延長を受け、事業所に対し、引き続きの対応を通知（５月５日） 

・緊急事態宣言が解除された場合でも、地域によって学校の再開の状況等が異なることが

考えられるため、障がい児通所支援事業所に対して、指定解除後の対応等について通知

（５月１５日） 

・令和２年度 4 月補正予算を活用し、学校等の臨時休業により追加的に生じた放課後等デ

イサービスの利用者負担を免除 

○学校の臨時休業に関連しての保育所等の対応 【子育て支援課】 

  ・保育所等については、保護者が働いており、家に１人でいることができない年齢の子ども   

が利用するものであることから、市町村に対し、感染の予防に留意した上で、原則として

開所することを依頼。併せて、今後の感染拡大の状況によっては、保育の提供の縮小又は

臨時休園を検討することを周知（４月２日） 

・緊急事態宣言を受け、市町村の対応として、必要な方への保育の提供について十分な検討

を行いつつ、仕事を休んで家にいることが可能な保護者には、園児の登園を控えるようお

願いするなどにより、保育の提供の縮小を検討することが考えられることを周知（４月７

日） 

・県からの施設の使用停止に係る協力要請の中で、保育所については基本的に休止を要請し

ない施設とした上で、できる限り保育の提供を縮小するとされたことを踏まえ、市町村に

対し、緊急事態宣言の期間中、どうしても必要な方への保育の提供は別にして、感染防止

の観点から、保護者に児童の保育所の利用を控えるよう確実に要請し、保護者の勤務先に

も理解を求めながら、保育の提供の縮小を徹底するよう通知（４月14日） 

・緊急事態宣言の延長を受け、市町村に対し、引き続きの対応をお願いするとともに、特

に配慮が必要な保護者には適切に対応するよう通知（５月８日） 

・緊急事態宣言の解除を受け、保育所については事業継続が求められる施設としたうえで、

徹底した感染防止対策を依頼。併せて、市町村に対し、保育所を原則開所とした上で、感

染拡大予防の体制が整うまで、引き続き、可能な保護者に対する園児の登園自粛のお願い

などの対策について検討するよう通知（5月15日） 

○ファミリー・サポート・センター利用料の減免に対する助成【子育て支援課】 

  ・小学校等の臨時休業に伴い、市町村がファミリー・サポート・センター利用者に対し、利

用料の減免を行った場合に生じる費用を助成 

   ※昨年度末現在、３４市町がファミリー・サポート・センターを設置 

７ 社会福祉施設・県有施設の感染拡大防止対策  

 ○児童養護施設等における感染拡大防止対策経費に対する助成 

【児童家庭課】【保護・援護課】【子育て支援課】【障がい福祉課】 

  ・令和元年度第３次２月補正予算及び令和２年度４月補正予算を活用し、施設等における消
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毒の実施、生活環境を分離するための個室の整備、手洗い設備の設置、マスクや消毒液、

空気清浄機の購入等に係る経費への助成を開始 

     交付決定：５６件 ※６月１２日現在 

○県有施設の開館に必要な感染拡大防止対策【福祉総務課】【労働政策課】 

  ・臨時休館中のクローバープラザ、北九州勤労青少年文化センターの開館にあたり、利用者

及び職員に対する新型コロナウイルス感染症防止対策として必要な体表面温度発熱監視

装置や空気清浄機等を設置 

  ・北九州市における対応に合わせ、北九州勤労青少年文化センターについては、５月３１日

から６月１８日までの期間について、臨時休館とする。 

８ 社会福祉施設等に対する支援  

○社会福祉施設等において応援職員を派遣する際の旅費に対する助成【福祉総務課】 

  ・新型コロナウイルスへの罹患等により職員が出勤できなくなった社会福祉施設等に対し、

他施設から応援職員を派遣する場合に、派遣に係る旅費を助成 

   ※対象施設：高齢者施設、児童養護施設、障がい者（児）入所施設、保護施設等 

○障がい福祉サービス事業所等におけるロボット等の導入に対する助成【障がい福祉課】 

  ・感染防止及び介護業務の負担軽減のため、障がい福祉サービス事業所等がロボット等を導

入する経費等を助成 

○障がい福祉サービス確保のための支援に対する助成【障がい福祉課】 

  ・休業や縮小をした通所サービス事業所等に対し、利用者の居宅を訪問するなどの代替サー

ビスを提供する際に生じる賃金や交通費等を助成 

○障がい児者養成研修等の受講機会拡充【障がい福祉課】 

  ・障がい福祉分野の各種法定研修等について、受講生の密集を防ぐため分散して少人数で開

催 

９ その他  

○保育士試験の中止（４月８日） 【子育て支援課】 

  ・４月１８日（土）、１９日（日）実施予定の保育士試験（令和２年度前期：筆記試験）を

中止。（全都道府県が中止を決定） 

  ・各受験者（１，０１０名）に対し、試験実施事業者から個別に通知。併せて、県ホームペ

ージ及び事業者ホームページにより周知。 

○高等技術専門校及び福岡障害者職業能力開発校の再開 【職業能力開発課】 

  ・緊急事態宣言の解除を受け、高等技術専門校を５月１９日から、福岡障害者職業能力開発

校を５月２１日から再開。（５月１４日） 
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令和２年 6 月 17 日 

環 境 部 

新型コロナウイルス感染症への対応状況について 

１ 廃棄物の処理について 

・ 県内市町村や関係団体等に対し、「廃棄物処理業における新型コロナウイルス対策ガイドラ

イン」等に沿って、感染予防策を講じつつ事業継続に取り組み、廃棄物を適正に処理するよう

通知（1月29日から随時） 

・ 県内市町村や関係団体に対し、緊急事態宣言解除後も、引き続き徹底した感染防止対策を行

うなど、適正な業務継続に万全を期すよう要請（5月20日） 

・ 家庭ごみ対策や感染性廃棄物の取扱い等に関するチラシを県内市町村や関係団体等に配布す

るとともに、県ホームページに掲載し、家庭や医療機関、廃棄物処理業者等が廃棄物を取り扱

う際の感染拡大防止策を周知（4月9日、5月7日、5月12日） 

※ 現時点（6月11日現在）で、県内13市町等から、新型コロナウイルス感染症への対応

に関する問合せを受け、助言・指導を行った。 

・ 市町村、一部事務組合を対象に、職員の感染防止策及び事業継続体制の確保について、その

状況及び課題に係る調査を実施（4月14日～17日） 

・ 県内市町村や関係団体等を通じ、浄化槽の保守点検や清掃などに携わる業者に対して業務の

継続を要請（4月17日） 

・ 公益社団法人福岡県産業資源循環協会、福岡県清掃事業協同組合連合会及び福岡県環境整備

事業協同組合連合会の 3 団体に対し、市町村の一般廃棄物処理に支障が生じた場合の協力を

要請（4月22日） 

・ 県内市町村や関係団体等に対し、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた事業者に対する

国及び県の支援制度の周知を実施（5月26日） 

・ 市町村等が処理困難な状況に陥っていないか、適宜情報収集を実施。４月の処理実績では、

直接搬入などにより、粗大ごみ等の排出量が増加したものの、処理については滞りなく実施 

２ 公共工事の一時中止等について 

・ 県発注の公共工事（自然歩道における標識等の再整備工事等）について、受注者に一時中止

の意向を確認（3月25日） 

・ 受注者から工事又は業務の一時中止の申し出がある場合には、必要に応じて契約金額の変更

や工期の延長を行う。 ※ 現時点（6月11日現在） 申し出 １件 

・ 県発注の既契約の工事又は業務について、新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策につい

て徹底するよう通知文書を発出（4月9日） 
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３ 未利用食品の取扱いについて 

・ 農林水産省が、各種イベントの中止・延期や小学校、中学校等の一斉臨時休業によって発生

する未利用食品について、食品関連事業者からの情報を集約し、フードバンクに対し発信する

取組みを開始（3月4日） 

・ 県内市町村に対し、未利用食品の有効利用の取組みを促進するよう通知文を発出し、一般社

団法人福岡県フードバンク協議会に協力を依頼（3月9日） 

４ 新型コロナウイルス感染症対策に関する情報発信について 

・ 環境部で所掌しているアプリ、メールマガジン、Facebook等により、新型コロナウイルス

感染症対策に関する情報発信を実施 

〔アプリ〕エコふぁみ 

〔メールマガジン〕エコファミリー通信、エコ事業所通信 

〔Facebook〕エコトンのエコ日記、福岡県生物多様性web情報サイト 

〔その他〕電子メールやFAXで関係団体に送信 

５ 県有施設の開館及び自然公園の駐車場開放について 

・ 臨時休館していた志賀島ビジターセンター（福岡市）を5月20日から開館 

・ 平尾台自然観察センター（北九州市）については、5月20日から開館していたが、北九州

市における対応に合わせ、5月31日から6月18日まで臨時休館 

・ 閉鎖していた福岡都市圏の自然公園の県管理駐車場（志賀島園地、芥屋園地（海側駐車場を

除く。）、渡園地）を5月16日から開放。芥屋園地の海側駐車場についても6月1日から開

放 

・ 求菩提野営場（豊前市）については5月29日から、鷹巣原野営場（添田町）については6

月1日から開放（芥屋野営場（糸島市）、渡野営場（福津市）については、今年度は開放しな

い。） 
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令和２年６月１７日 

商  工  部 

新型コロナウイルス感染症への対応状況について 

１ 事業の継続 

（１）資金繰りの支援 

 ○実質無利子・無担保、保証料ゼロの緊急特例融資を創設(5/1 開始) 

【中小企業振興課】

    セーフティネット保証４号、５号、危機関連保証の認定を受けた事業者を対

象とした、無利子・無担保、保証料ゼロの県制度融資「新型コロナウイルス感

染症対応資金」を創設し、資金繰り支援を強化。 

 県制度融資「新型コロナウイルス感染症対応資金」実績(６月１５日現在)

＜保証申込＞ 件数：１６，５７０件、金額：２５９，０１９百万円 

＜保証承諾＞ 件数：１１，２８９件、金額：１７６，６８９百万円 

 県制度融資「緊急経済対策資金」実績（６月１５日現在） 

＜保証申込＞ 件数： ５，５６０件、金額：１４６，０４１百万円 

＜保証承諾＞ 件数： ４，４７３件、金額：１０７，６７０百万円 

 県制度融資 合計実績（６月１５日現在） 

＜保証申込＞ 件数：２２，１３０件、金額：４０５，０６０百万円 

＜保証承諾＞ 件数：１５，７６２件、金額：２８４，３６０百万円 

 ○新型コロナウイルスに関する経営相談窓口(1/30 開始) 

【中小企業振興課、新事業支援課】

  ・設置場所：本庁（中小企業振興課、新事業支援課） 

        中小企業振興事務所（県内４カ所） 

        (公財)福岡県中小企業振興センター、福岡アジアビジネスセンター 

  ・開設時間：平日９時から１７時まで 

        ※ ４月１日から、通話料金無料の「フリーダイヤル経営相談窓口」

（０１２０－５６７－１７９）を開設（毎日９時から１７時） 

   ・相談件数：      ４９，８９５件（６月１６日現在） 

   ・相談内容：資金繰り  ４７，０３７件（９４％） 

         雇用関係   １，５９４件（ ３％） 

                  経営相談         ３３３件（ １％） 

         その他           ９３１件（ ２％）   
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○専門家の配置により電話相談窓口の拡充(5/11 実施) 

・ 専門家によるコールセンターを開設し、資金繰りをはじめとする経営相談体 

  制を拡充。 

 ○資金繰り支援への配慮要請等              【中小企業振興課】

  ・ 金融機関や信用保証協会等に対し、中小企業者からの融資相談への迅速かつ

適切な対応や、相談体制の充実等、中小企業への資金繰り支援への配慮を要請

する県商工部長名の文書を発出（１月３０日付）。 

  ・ 県制度融資の取扱金融機関に対し、「緊急経済対策資金」等による弾力的かつ

迅速な融資や、返済条件緩和への柔軟な対応を要請する知事名の文書を発出

（３月２日付）。 

  ・ 信用保証協会に対し、保証審査の迅速かつ柔軟な対応を要請する知事名の文

書を発出（３月１６日付）。 

  ・ 取扱金融機関及び信用保証協会に対し、年度末の金融繁忙期に向けて審査手

続きのより一層の迅速化を要請する知事名の文書を発出（３月２３日付）。 

  ・ 県内各金融機関及び信用保証協会に対し、より個々の実情に則した柔軟な対

応と、一層の迅速化を要請する知事名の文書を発出（４月３０日付）。 

  ・ 県が商店街などの組合に対し直接貸し付けている高度化資金について、返済

条件の緩和に関する債務者からの相談にきめ細かく対応。

 ○支援策等の周知                   【中小企業振興課】 

   県の経営相談窓口や資金繰り支援策等について、県のホームページや商工会議

所・商工会等の関係団体を通じ、中小企業・小規模事業者への周知を図ってきた

ところであるが、フリーランス等を含め広く周知徹底を図るため、下記の対応を

実施。

  ・ 県の広報媒体（ツイッター・ＬＩＮＥ※１、新聞広告※２、ラジオ※３）を

活用した周知。 ※１：３月１７日、５月１日、６月９日・１１日掲載 ※２：３月２６

日、５月８日掲載  ※３：３月３０日ほか１１回放送（融資）、５月１１日ほか５回放送（持

続化緊急支援金）

  ・ 県との包括連携協定に基づき、県内のローソンにチラシを配架（４月１日、６

月１日実施）。 

（２）事業継続支援 

 ○「福岡県持続化緊急支援金」を創設（5/2 受付開始） 

【中小企業振興課】

   国の「持続化給付金」の対象とならない、前年同月比で売上が３０％以上５０％

未満減少した事業者に対し、法人は５０万円、個人事業者は２５万円を上限に支

援金を給付。 
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   Ｗｅｂ上での申請のため、パソコンやスマートフォン等を所有していない方を

対象とした申請支援窓口を開設（5/15 県内５か所、6/1 県内１０か所に拡大）。 

   ２０２０年新規創業・開業した事業者に対する特例を追加（6/8 から受付）。 

   ６月３０日までの申請期限を７月３１日まで１ヵ月延長。 

「福岡県持続化緊急支援金」実績（６月１６日現在） 

＜申請済＞ 

 件数：１８，４８５件 金額：６，３５４百万円 

＜給付済＞ 

 件数： ９，１２５件 金額：３，０１７百万円 

 ○テレワーク導入、販路拡大等を支援する国のものづくり補助金、持続化補助金、 

  IT 導入補助金に対する県費の上乗せ補助(5/1 以降順次受付開始) 

【中小企業振興課、中小企業技術振興課】

   売上が１５％以上減少した事業者が行うテレワークツールの導入や新製品開

発・生産プロセス改善に必要な設備投資等に係る経費に対し、国の補助に加えて

事業の総額の１／１２を県費で上乗せ補助。 

※国補助金の募集期限 

      （ものづくり補助金）１次：5月 20 日、２次：8月 3日、3次：11月（予定） 

      （持続化補助金）    １次：5月 15 日、２次：6月 5日 

       (ＩＴ導入補助金） １次：5 月 29 日、２次：6 月 12 日、3 次：6 月 26 日、4 次：7 月 10 日

   「中小企業生産性革命支援補助金」実績（６月１２日現在） 

      問い合わせ件数：２００件 

      国の補助事業完了後に申請受付予定 

 ○中小企業の新たな研究・製品開発等を支援する「中小企業・小規模事業者応援補 

  助金」創設による事業者負担の軽減(5/1 以降順次受付開始) 

【中小企業振興課、中小企業技術振興課、新産業振興課、観光政策課、観光振興課】

   売上が１５％以上減少した中小企業・小規模事業者に対し、生産性向上に資す

る設備投資に対する助成など１７の既存補助金の補助率を嵩上げし３／４を補

助。 

   「中小企業・小規模事業者応援補助金」実績（６月１２日現在） 

     問い合わせ件数：１７５件、交付申請件数：１０件 

 ○工業技術センターにおける依頼試験手数料・設備使用料の全額免除（5/1 開始） 

【工業技術センター】

   売上が１５％以上減少した中小企業者に対し、依頼試験手数料・設備機器使用

料の全額免除を実施。 

   全額免除実績（６月１６日現在）：２３件（依頼試験９件、設備使用１４件） 
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 ○中小企業診断士等の専門家派遣を無償化(5/2 受付開始)   【中小企業振興課】

   売上が１５％以上減少した事業者に対し、中小企業診断士、社会保険労務士、

税理士等の専門家派遣を無償化し、事業継続を支援。 

    専門家派遣無償化実績（６月１６日現在） 

    無償化件数：４件（他 調整中件数：２件） 

 ○中小企業技術・経営力評価書発行の無償化(5/7 開始)       【新事業支援課】

   売上が１５％以上減少した事業者に対し、企業の強み・弱みを専門家が客観的

に分析・評価する「福岡県中小企業技術・経営力評価書」発行に係る手数料を無

償化し、事業継続を支援。 

    「中小企業技術・経営力評価書」発行無償化実績（６月１６日現在） 

     無償化件数：３件（他 問い合わせ件数：６件） 

（３）販路開拓支援 

 ○通販サイトを活用した県産品販売キャンペーン（福岡県ウェブ物産展）の実施  

  (5/2 開始)                        【観光政策課】

   感染拡大により、百貨店での物産展の開催中止等の影響を受ける中小企業者の

販路確保を支援するため、県産品を３割引でネット販売する「福岡県ウェブ物産

展」を開催。 

    第一弾キャンペーン：５月２日（土）開始（５月２２日（金）終了） 

      総売上：約１億３，１９０万円 

      割引クーポン配布枚数  ：１０，０００枚（開始後８時間で終了） 

      売れ筋商品：福袋、明太子、もつ鍋セット、蜂蜜、米等 

    第二弾キャンペーン：６月１日（月）開始（６月２２日（月）終了） 

      割引クーポン配布予定数：７０，０００枚 

    ※テレビの県広報番組やラジオの県公報枠を活用した情報発信を実施 

      新聞（１面広告）：５月２日 

       掲載紙：西日本、朝日、読売、毎日、日経、産経（大手６紙） 

      県公式のＳＮＳ等で延べ１１回配信 

      インターネットの検索エンジンに広告を掲載 

 ○飲食店が行うデリバリーやテイクアウトの導入など、経営革新に必要な経費の補 

  助(5/7 開始)                       【新事業支援課】

   売上が１５％以上減少した事業者が飲食店のデリバリーやテイクアウト導入

等、経営革新計画を策定し、新たな取組を実施する際に必要な経費に対し３／４

を補助。 

   「経営革新実行支援補助金」実績（６月１６日現在）  

      補助金申請件数：２５２件、交付決定件数：１２件 
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 ○ウェブ配信によるフクオカベンチャーマーケット開催 

【新事業支援課】

   企業のビジネスプラン発表や個別商談会のマッチング支援などをウェブ上で

実施することにより、フクオカベンチャーマーケットを開催。 

   「ウェブ配信によるフクオカベンチャーマーケット」実績（６月１６日現在） 

     開催日：５月１９日、２０日 

      視聴申込者数：１９日１４１人、２０日７１人 

      今後の開催予定：６月２４日、７月２２日

２ 感染収束後の地域経済活動の回復 

（１）消費喚起支援 

 ○プレミアム付き地域商品券の発行規模拡大、プレミアムの嵩上げ 

【中小企業振興課】

   プレミアム付き地域商品券の発行規模拡大、プレミアム分上乗せを実施。 

 ○需要喚起のための観光客に対する宿泊助成          【観光振興課】

   宿泊料金の一部を助成する「福岡県宿泊割（仮称）」を実施。 

 ○宿泊事業者が行う感染防止対策のための取組み等に対する助成(5/7 開始) 

【観光振興課】

   中小の宿泊事業者が行うマスク、消毒液、空気清浄機の購入や安全対策に関す

る情報発信等の取組みに要する経費に対し３／４を助成。 

  「宿泊事業者緊急支援補助金」実績（６月１６日現在） 

   申請件数：６６件、交付決定件数：２４件 

（２）イベント開催支援 

 ○県産品を集めた大規模販売会の開催             【観光政策課】

   県内の百貨店等を会場に県産品を集めた大規模販売会を開催。 

 ○「菓子祭り」の開催                    【観光政策課】

   集客力の高いお菓子を活用した「菓子祭り」開催により、域外からの来訪を促

進。 
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（３）広報宣伝支援 

 ○観光需要の回復期に向けた福岡の安全・安心、魅力を発信する国内外向けの PR 

  動画作成                         【観光振興課】

   国内外の観光客向けに「安全・安心な福岡」を発信する PR 動画により、プロ

モーションを実施。 

 ○県内先端成長産業分野における新製品の新聞広報及び動画作成 

【新産業振興課】

   外出自粛・大型展示会中止により、営業活動・製品 PR の機会を喪失した先端

成長産業分野における新製品について、新聞等のメディアを活用し PR を実施 

３ 治療薬等の開発 

 ○新型コロナウイルス治療薬等の開発に対する補助（5/1 開始) 

【新産業振興課】

   新型コロナウイルス感染症治療に繋がる研究開発費に対し３／４を補助。 

   採択実績（５月１８日採択） 

    提案者：（株）ボナック（久留米市） 

    提案内容：「ボナック核酸を用いた新型コロナウイルス感染症治療薬の開発」 
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令和２年６月１７日 

農 林 水 産 部 

新型コロナウイルス感染症への対応状況について 

〇経営継続のための支援 

（生産対策） 

・花きや野菜の次期作に必要な種苗･資材費に対する助成(要望取りまとめ中)

・園芸･畜産で労働力不足を補うための省力化機械導入に対する助成( 〃 ) 

・和牛子牛の導入に対する助成( 〃 ) 

・林業労働者の雇用を維持するための県営林での間伐の実施(5/22着手) 

・技能実習生の在留資格変更許可に係る申請手数料等の助成(5/1受付開始) 

○新・学生、留学生を含め働く場を失った方に対し、園芸品目の農作業や集出荷作業など、緊急

に短期の雇用を創出(6月 16日募集開始) 

・県内22か所に相談窓口を設置(3月 11日) 

各農林事務所（6）、各普及指導センター（10）、農林試資源活用研究センター（1） 

水産海洋技術センター（4）、漁業管理課 (1) 

農林漁業者からの相談件数：2,599（6月 16日現在） 

     内容は運転資金の借入や国・県の支援策(持続化給付金等も含む)に関するもの 

○新・作業開始前の検温や作業場への入退場時のアルコール消毒など、予防対策のポイントをま

とめたチラシを農家に配布(6月 8日) 

（需要喚起対策） 

・県産農林水産物の消費を促進するため、博多和牛や県産花きなどを通販サイト｢福岡県ウ

ェブ物産展｣で販売(5月 2日開始、6月 16日現在の取扱数：64商品)。 

「ガーベラ」や「天然とらふく」を追加（5月 20日） 

天然真鯛やかわはぎといった地魚セットや「胡蝶蘭」に加え、桃などの果物を追加  

(6月 1日） 

・花き：企業･公共施設での県産花きの利用促進に対する助成 

○新企業のオフィス等における飾花の取組を実施（78社､うち68社が6月から取組を開始） 

○新市役所等での産地と連携した飾花の取組みを実施（40市町村で6月下旬から実施予定） 

・学校給食への県産和牛の提供に対する助成(要望取りまとめ中) 

・テイクアウトやデリバリーに取り組む「ふくおか地産地消応援の店」や「ふくおかの地魚

応援の店」をＨＰで紹介(6月 16日時点で170店舗) 

・花きの販促用ポスターを作成し、小売店などに配布（3月 13日） 

・県庁1階ロビーでガーベラや鉢物のアジサイなどを飾花（4月 13日～） 

・県職員への花きや乳製品の購入斡旋（5月8日以降随時実施） 

40



○その他 

・農業大学校 

5月 18日から授業・学生寮ともに感染予防策を徹底の上、再開。 

・県発注工事等の一時中止措置等 

農林水産部発注工事又は業務（調査・測量・設計）において、一部中止や工期の延長の 

申出があった場合には、必要に応じて契約金額の変更や工期の延長を実施 

※申出件数：1件 

（委託業務の着手を延長していたが、5/29に再開） 

○新・県有施設の再開 

    施設ごとに感染防止マニュアルを作成、非接触型体温計や消毒用アルコールの活用に

より感染防止対策を徹底 

     夜須高原記念の森、四王子県民の森、緑化センター、水産資料館（6月 3日～） 

農業資料館（6月 4日～） 
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令和２年6月 17日 
 県 土 整 備 部 

新型コロナウイルス感染症への対応状況について 

県民向けの対策  

○公共工事の一時中止等 
・県土整備部発注工事又は業務（調査・測量・設計）において、受注者の感染拡大防止 
の意向を尊重し、必要な支援を行う観点から、受注者に対して工事又は業務の一時中
止や工期延長の意向を確認。 

 ・受注者から工事又は業務の一時中止等の申し出がある場合には、必要に応じて契約金
額の変更や工期の延長を行う。    

 ○道路利用者への広報の実施 
 ・「不要不急の外出」を控えるよう、道路情報板を活用した広報を実施。（４月１０日 ）  
  ６月１日から北九州市域での広報のみ継続。
※ NEXCO 西日本等の協力を得て、ゴールデンウイーク期間中の外出自粛等について、 
高速道路の SA・PAや道の駅でのチラシ掲示による広報を実施。 

※（参考）NEXCO西日本の現在の取り組み  
高速道路 SAの一部レストランは臨時休業継続（６月 30 日までを予定）。その他のレストラ
ンとフードコートについては、対面座席の撤去等の感染拡大防止対策を徹底し時短営業中。 

 ○海岸・河川利用者への広報等の実施 
 ・海岸でのマリンレジャーを控えるよう、看板による広報を実施。（４月２８日 ）
 ・ダムカード配布（申込）を中止、併せてダム管理駐車場を閉鎖。（４月２８日 ）
・河川親水施設等の利用自粛や適切な距離の確保について、看板による広報を実施。 
                                （５月 1日 ）
※ 海岸の利用を抑制するため、路外駐車場を閉鎖。（４月２８日 ）現在は解放。 

○道路占用許可及び河川法許可手続きの弾力的運用 
 ・新型コロナウイルス感染症への対応のため、道路占用者から許可期間等の延長申請 
があった場合には必要な範囲内で許可するとともに、当該手続きの電話による連絡を
認めるなど簡素化を行う。 

 ・河川法２３条他の手続きについて、FAXやメールによる申請書の提出を認める等 
弾力的な運用を行う。 

 ・外出自粛要請などの理由で、占用料等の納入が期限までに困難となった占用者に 
  ついて、納入期限を延長。 
 ・「３密」回避のため飲食店等が行うテイクアウトやテラス営業等のための仮設施設の
路上利用について、道路占用許可基準を本年 11月 30日まで緩和。 

新
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令和２年6月１７日 

建 築 都 市 部

新型コロナウイルス感染症への対応状況について 

 県民向けの対策  

 ○県発注工事等の一時中止措置等（３月2日）【建築都市総務課】 

  ・県発注工事等の受注者から、当該工事等の一時中止や工期の延長の申出があった場合には、 

必要に応じて契約金額の変更や工期の延長を実施 

    ※申出件数６件(うち工期延長期間等について協議中４件）（6月１６日現在） 

    ※実績件数2件 

○県営住宅における家賃の減免及び徴収猶予等の実施（３月２６日）【県営住宅課】 

 新型コロナウイルス感染症の影響により、 

  ・県営住宅に入居中の方で、収入が著しく減少した方に対し、家賃の減免や徴収猶予の負担

軽減措置を実施 

・業績不振により解雇等をされたため、現に居住している住居からの退去を余儀なくされる

方に対し、県営住宅及び福岡県住宅供給公社賃貸住宅の一時提供を実施 

   ※相談件数1２７件（６月１６日現在） 

（うち家賃減免・徴収猶予１０９件、一時提供１８件） 

※実績件数１４件 

（うち家賃減免・徴収猶予 ８件、一時提供 6件） 

■問い合わせ窓口（県営住宅及び公社住宅） 

   福岡県住宅供給公社の各管理事務所  

（受付時間8:30～17:00（土日、祝日、年末年始（１２/２９～１/３）を除く。） 

    【福岡管理事務所】 福岡市中央区天神５丁目３番１号 須崎ビル３階 

               TEL 県営住宅 ０９２－７１３－１６８３ 

公社賃貸 ０９２－７８１－８０２０ 

    【北九州管理事務所】北九州市八幡西区西曲里町２番１号 黒崎テクノプラザ５階 

                TEL 県営住宅 ０９３－６２１－３３００ 

公社賃貸 ０９３－６２１－４４１１ 

    【筑後管理事務所】  久留米市百年公園１番１号 久留米リサーチセンタービル４階 

                         TEL 県営住宅 ０９４２－３０－２６６０ 

公社賃貸 ０９４２－３６－９９００ 

    【筑豊管理事務所】 飯塚市吉原町６番１号 あいタウン３階 

                         TEL 県営住宅 ０９４８－２１－３２３２    
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令和２年６月１７日

教 育 庁 

新型コロナウイルス感染症への対応状況について 

１ 感染防止のための学校の臨時休業について 

（１）臨時休業実施状況 

  ア 県立学校 

・臨時休業開始日 3月 2日（月）：119校（100.0％） 

イ 市町村立学校 

・臨時休業開始日 3月 2日（月）～９日（月）：1,089校（100.0％） 

（２）子どもの居場所の確保について 

ア 県立特別支援学校 

・放課後等デイサービスの活用を図りつつ学校での受入れを実施：１２校 

イ 小学校 

・学校での受入れを実施：４４市町村 ※放課後児童クラブは５９市町村で開所 

２ 春休みにおける県立学校の対応について 

文部科学省から、春季休業期間中に入っても当面の間、これまでと同様、新型コロナウイル

ス感染症対策を遺漏なく行うようとの事務連絡を受け、3 月 31 日まで臨時休業中と同様の

対応を継続。 

 ※特別支援学校幼児児童生徒の学校受入れは3月19日まで 

３ 令和２年度における県立学校の教育活動の再開について 

【３月２７日】 

本県における新型コロナウイルス感染症の感染状況を踏まえ、引き続き十分な警戒を行い

つつ、国のガイドラインに基づき感染症対策に万全を期した上で、４月１日以降、全ての県

立学校で教育活動を順次再開することを決定。 

４ 令和２年度の新学期における県立学校の臨時休業について 

【4月２日】 

県内での新型コロナウイルス感染者数が増加している状況や、県立学校の児童生徒の状況

（通学区域が広域で、公共交通機関利用者が多いなど）を踏まえ、児童生徒へ感染リスクを

最大限回避し、その健康と安全を守るため、県立学校を５月６日まで一斉に臨時休業とした。 

また、市町村教育委員会に対しては、県立学校における対応方針を参考としつつ、各自治

体や隣接自治体、生活圏ごとの感染状況（感染者数、年齢、感染経路等）、学校種ごとの特

徴等を踏まえ、臨時休業の必要性の有無、実施する場合の期間（例：２週間程度）等につい

て判断するよう要請した。 

【４月７日】 

国の緊急事態宣言を受け、市町村教育委員会に対し、学校の臨時休業等について改めて適

切な判断を行うよう通知。 
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【４月１４日】 

４月１３日の福岡県新型コロナウイルス感染症対策本部会議における施設の使用停止の

協力要請を受けて、市町村教育委員会に対し、学校の臨時休業の実施協力を通知。 

上記取組の結果、幼稚園を除く県内全ての公立学校 1,１９５校（小学校・中学校・高等学

校・義務教育学校・特別支援学校））が5月６日まで臨時休業となり、公立幼稚園も２９園が

5月６日まで臨時休園となった。 

５ 令和２年度の県立学校の臨時休業（延長）について 

 【４月２７日】 

５月７日以降の対応について、５月初旬（連休中）の国の基本的対処方針等を踏まえる必

要があったが、児童生徒や保護者への周知、給食や特別支援学校のスクールバス増便の手配

等を短期間で行うことが困難となるため、学校、児童生徒及び保護者の混乱を回避するため

の措置として、5月７日・８日を臨時休業とした。 

 【５月４日】 

国の緊急事態宣言の延長を受け、臨時休業の期間を５月３１日まで延長するとともに、国

が学校教育活動の再開に向けての取組を進めることを示したことを受け、５月７日以降の一

定期間（２週間程度）経過後においては、県全体及び各地区（福岡、北九州、筑後、筑豊）

の感染状況を踏まえ、専門家の意見を聞いた上で、分散登校など段階的な教育活動の再開に

向けた取組を目指すこととした。 

なお、その場合、特別支援学校については、幼児児童生徒の状況や通学の状況等に鑑み慎

重に判断するものとし、また、感染者又は濃厚接触者と新たに判断された職員や幼児児童生

徒が在籍している学校においては、分散登校などは実施しないこととした。 

以上の取組については、4月２７日及び５月４日に、県立学校に準じ、同様の取組を実施さ

れるよう各市町村教育委員会に通知を行った。 

また、上記取組の結果、幼稚園を除く県内全ての公立学校1,１９５校（小学校・中学校・高

等学校・義務教育学校・特別支援学校））が5月３１日まで臨時休業を延長し、公立幼稚園も

２９園が5月３１日まで臨時休園を延長した。 

6 令和２年度の県立学校における教育活動の再開について 

 【5月 14日】 

本県に対する国の緊急事態措置の解除がなされたことを受け、専門家の意見も踏まえ、開

校時期を早め、準備が整った学校から、５月１８日以降分散登校を開始し、５月２５日以降

順次全面開校に移行することとした。 

なお、特別支援学校については、幼児児童生徒の状況や通学の状況等に鑑み慎重に判断す

るものとし、また、感染者又は濃厚接触者と新たに判断された職員や幼児児童生徒が在籍し

ている学校においては、分散登校は開始しないこととした。 

【５月２９日】 

   北九州市における新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、北九州地区の県立学校につい

ては、６月１日から当面１週間、分散登校とすることとした。 

 【６月５日】 

   当面１週間分散登校としていた北九州地区の県立学校については、北九州市における直

○新
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近の感染状況を踏まえ、６月８日以降、可能な学校から順次全面開校に移行することとした。 

また、今後は、換気や正しい手洗い、マスクの着用等の感染症防止対策を徹底しながら、

できる限り児童生徒の学びの保障との両立を図っていくこととし、この方針の下、県立学校

において感染者が発生した場合の対応については、地域的な感染の拡大が見られない限り、

学校単位で行うことを基本とすることとした。 

なお、当分の間行わないこととしていた学校行事等については、６月１９日以降、県内や

訪問先の感染状況を慎重に見極め、適切な実施の時期、内容及び方法を検討する等の万全の

感染防止対策を講じた上で実施できることとする。 

 以上の取組については、市町村立学校においても、県立学校における対応を参考としつつ、

それぞれの市町村教育委員会において実態に応じて適切に判断されるよう要請している。 

【参考：公立学校における教育活動の再開状況について】 

（１）県立学校（１１９校） 

    教育活動再開日（全面開校日） 

    ・６月 １日（月）までに開校済     ： ７７校（ 64.7%） 

    ・６月 ２日（火）～６月 ５日（金）：  ２校（  1.7%） 

    ・６月 ８日（月）～６月１２日（金）： ３４校（ 28.6%） 

    ・６月１５日（月）～６月１９日（金）：  ３校（  2.5%） 

    ・６月２２日（月）～６月２６日（金）：  ２校（  1.7%） 

   ・６月３０日（火）         ：  １校（  0.8%） 

                        計  ：１１９校（100.0%） 

（２）市町村立学校（６３教育委員会 １，０７６校（小学校・中学校・高等学校・義務 

教育学校・特別支援学校）） 

    教育活動再開日（全面開校日） 

    ・６月 １日（月）までに開校済     ：４９教育委員会（ 77.7%） 

    ・６月 ２日（火）～６月 ５日（金）： ８教育委員会（ 12.7%） 

    ・６月 ８日（月）～６月１２日（金）： ３教育委員会（  4.8%） 

    ・６月１５日（月）～６月１９日（金）： ３教育委員会（  4.8%） 

                        計  ：６３教育委員会（100.0%） 

（３）幼稚園（１６教育委員会 ３１園） 

    教育活動再開日（全面開園日） 

    ・６月 １日（月）までに開園済     ：１６教育委員会（100.0%） 

７ 公立学校における教職員及び児童生徒の健康管理について 

【感染防止のための学校の臨時休業時・春休み期間中の対応】 

○ 教職員の健康管理を徹底し、３月１８日以降に海外から帰国した者については、自宅待機

を行う。 

○ 新規採用職員に対し、新型コロナウイルス感染についてのチェックリストにより、海外渡

航歴等を確認するとともに、感染拡大防止に向けた指導を実施。 

 ○ 学校再開に向けて、児童生徒が初めて登校する日の前までに、児童生徒の海外渡航歴等を

含めた健康状況の確認を行う。（新１年生については、初めて登校する日に確認） 

【令和２年度の県立学校における教育活動の再開時における対応】 

○ 教育活動再開に向けた登校日の前までに幼児児童生徒の健康状態を電話等で確認。 

○ 幼児児童生徒の健康状態の確認及び発熱等の風邪の症状が見られる場合の対応方法につ
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いて明示。（健康観察シートを用いた毎朝の健康状態確認の実施、健康状態が確認できなか

った幼児児童生徒に対する学校での検温・健康観察等の実施 等） 

○ 幼児児童生徒等に対する基本的な感染症対策の徹底。（こまめな手洗い・マスクの着用の

徹底、教室等における換気の徹底、学校医等と連携した保健管理体制の確保 等） 

８ その他  

○ 県ホームページ上に教育委員会の専用ポータルページを開設 

47



令和２年６月１７日    

   企 業 局 

新型コロナウィルス感染症への対応状況について 

〇料金徴収の弾力的運用 

・ 企業局が運営する工業用水道の受水企業（大企業２５社、中小企業３９社）のう

ち、国の「持続化給付金」又は県の「持続化緊急支援金」の対象となった企業に

ついては、「福岡県工業用水道使用料条例」第４条に基づき、納期限の延長、減

免など料金徴収の弾力的運用を行う。 

※ 実施済 ２社（６月１６日現在）  
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